
科学技術・イノベーション分野における
男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の

歴史と多様性の向上の意義

NISTEPオンライン講演

令和４(2022)年3月28日
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文部科学省科学技術・学術政策研究所
塩満典子

（本資料はこれまでの筆者の科学技術・イノ
ベーション政策や男女共同参画政策の立案、
ダイバーシティ支援等の経験に基づく私見に
より作成されており、文部科学省科学技術・
学術政策研究所の公式見解を代表するもの
ではありません。）

令和四年＝寅年

これまでの
ご厚誼に
感謝申し
上げます！



本日の講演
（1）科学技術庁入庁、主な仕事
（2）科学技術・イノベーション分野の男女共同参画の必要性への気づき
（3）2つの基本計画とPDCA
（4）ほらいずん概要

①EBPM
②科学技術・イノベーション分野の男女共同参画施策
③総合知とジェンダード・イノベーション

最後に
我が国の研究力の向上と国際頭脳循環への期待

～やむを得ない事情に柔軟に対応できるレジリエンス～
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文部科学省 採用・キャリア情報のサイトから

3（出典）文部科学省オームページ 採用・キャリア情報 総合職・一般職
https://www.mext.go.jp/b_menu/saiyou/sgipn.htm
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（出典）文部科学省入省案内［総合職］ 2022
https://www.mext.go.jp/content/20210330_mxt_jinjisou01-1294825_1.pdf
赤枠は筆者

https://www.mext.go.jp/content/20210330_mxt_jinjisou01-1294825_1.pdf


5
（出典） 文部科学省入省案内［総合職］ 2022 https://www.mext.go.jp/content/20210330_mxt_jinjisou01-1294825_1.pdf、赤枠は筆者

https://www.mext.go.jp/content/20210330_mxt_jinjisou01-1294825_1.pdf


自己紹介 塩満典子（しおみつ のりこ）
1984年 東京大学理学部生物学科卒（神経生理・行動学、動物の本能行動）

科学技術庁入庁（ライフサイエンス、原子力、研究交流等）
1988年～1990年人事院留学（ハーバード・ケネディ公共政策大学院公共政策学修士）
1990年～1997年 科学技術庁（広報、調査、放射線安全規制、政策立案・評価等）
1997年 放射線医学総合研究所企画室総括研究企画官 平成4年版科学技術白書
1999年 科学技術振興事業団（JST）国際室調査役 「科学技術の地域展開」
2001年 文部科学省宇宙政策課調査国際室長
2002年 奈良先端科学技術大学院大学先端科学技術調査センター教授
2004年 内閣府男女共同参画局企画官、参事官、調査課長 白書、2つの基本計画
2006年 日本科学未来館企画総括室調査役, 2007年 文部科学省大臣官房付
2007年 お茶の水女子大学教授・学長特別補佐
2009年 科学技術振興機構（JST）科学技術振興調整費業務室長
2011年 同 科学技術システム改革事業推進室長
2012年 宇宙航空研究開発機構（JAXA）国際部参事、男女共同参画推進室長 等
2015年 理化学研究所（RIKEN）仁科加速器科学研究推進室長、ダイバーシティ推進室長代理
2018年 宇宙航空研究開発機構（JAXA）航空技術部門事業推進部次長

2007年 日本女性科学者の会功労賞、2021年日本原子力学会ダイバーシティ推進貢献賞優秀賞
著書：『研究資金獲得法』（共著、丸善、2008年）

『科研費採択に向けた効果的なアプローチ』（共著、学文社、2016年）
『研究資金獲得法の最前線～科研費採択とイノベーション資金活用のフロント』（学文社、2019年）
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在宅介護10年

Nh-113、ニホニウム命名



7（出典） 文部科学省入省案内［総合職］ 2022 https://www.mext.go.jp/content/20210330_mxt_jinjisou01-1294825_1.pdf、赤字は筆者

40%25%48%

筆者は、
1984年度科学技術庁入庁
1/9=11%

https://www.mext.go.jp/content/20210330_mxt_jinjisou01-1294825_1.pdf


原子力行政に携わる～今、昔
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これまでの職歴 原子力関係
1984年 東京大学理学部生物学科卒、科学技術庁入庁
1984～1988年 （ライフサイエンス、原子力政策立案・調査分析、研究交流）
1988～1990年人事院留学（ハーバード・ケネディ行政大学院公共政策学修士）
1990～1997年 科学技術庁（広報、調査、放射線安全規制、政策立案・評価等）
1997年 放射線医学総合研究所企画室総括研究企画官
1999年 科学技術振興事業団（JST）国際室調査役
2001年 文部科学省宇宙政策課調査国際室長
2002年 奈良先端科学技術大学院大学先端科学技術調査研究センター教授調査センター教授
2004年 内閣府男女共同参画局企画官、参事官、調査課長
2006年 日本科学未来館企画総括室調査役, 2007年 文部科学省大臣官房付
2007年 お茶の水女子大学教授・学長特別補佐
2009年 科学技術振興機構（JST）科学技術振興調整費業務室長
2011年 同 科学技術システム改革事業推進室長
2012年 宇宙航空研究開発機構（JAXA）国際部参事、男女共同参画推進室長 等
2015年 理化学研究所（RIKEN）仁科加速器科学研究推進室長、ダイバーシティ推進室長代理
2018年 宇宙航空研究開発機構（JAXA）航空技術部門事業推進部次長
2021年 文部科学省科学技術・学術政策研究所上席フェロー、中部大学客員教授

塩満典子

○1986年4月～1987年11月
原子力局政策課原子力調査室
1987年6月22日
「原子力の研究、開発、利用に
関する長期計画」（原子力委員会）

○1993年3月～1995年3月
原子力安全局放射線安全課課長補佐

○1997年10月～1999年12月
放射線医学総合研究所企画室
総括研究企画官

○2015年4月～2018年3月
理研仁科加速器科学研究推進室長
ニホニウム(Nh-113)命名記念式典

○2020年12月
「第1種放射線取扱主任者」資格取得
（JAEA原子力人材育成センターで

5日間の資格講習。8名の講習生の中で、
女性1名）

在宅介護

2つの基本計画

2019年調査では、
女性会員は、
一般会員で5％、
学生会員で12％。
14年前よりも増え
ていますが、十分に
多いとは言えません。
人材育成・サポート
のイノベーションが
必要と感じています。

（出典）「連絡会加盟学協会等における女性比率に関する調査」（2019年・男女共同参画学協会連絡会）及び「科学･技術系の学会･協会における学生会員と一般会員の女性比率に関する報告（2005 年
10 月･男女共同参画学協会連絡会）」に基づき、筆者が作成

日本原子力学会 ダイバーシティ推進委員会への期待

日本原子力学会
ポスターセッション（2021/9/9）



学会における女性会員比率（一般、学生）
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2019年調査では、女性会員は、一般会員で5％、学生会員で12％。
14年前よりも増えていますが、十分に多いとは言えません。
人材育成・サポートのイノベーションが必要と感じています。

（出典）「連絡会加盟学協会等における女性比率に関する調査」（2019年・男女共同参画学協会連絡会）及び「科学･技術系の学会･協会における学生会員と一般会員の女性比率に関する報告（2005 年 10 月･男女共同参画学協会連絡会）」
に基づき、筆者が作成



日本原子力学会ダイバーシティ推進貢献賞優秀賞日本女性科学者の会功労賞

第12回 (2007年度）

塩満 典子

受賞理由：理工系出身行政官の女
性パイオニアの一人。内閣府男女
共同参画局参事官および調査課長
として、男女共同参画行政に取り
組んできた。

「研究資金獲得法」

2008年2016年2019年
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高校のときは、文理両道、日本の古典文学に親しむ。「徒然草」「平家物語」「方丈記」の「無常観」から、「生命科学」に関心。
理学部生物学科に進学。「理学は、虚学であって、実学でない」との指導教員からのメッセージ、先輩女性が教授・助教授に
皆無、研究者キャリアを断念。男女雇用機会均等法施行以前で、女性かつ理学部では、民間就職先は、ほぼ皆無。
父も国家公務員であったため、国家公務員の道を選択。

認知バイアスの存在。人間の行動には、合理的でないもの、性差のある「本能行動」や情動・感情に由来するもの
も多く、性差から比較的自由な「知的活動」を行う研究環境でも、必ずしも理性的・客観的ではない。無意識のう
ちに、あるいは、意図的に、異質(heterogeneous)な行動を取る人を排除してしまう傾向もある。組織や分野の縦
割りなど、「サイロ効果」も見られる中で、男性が多いコミュニティが無意識に培ってきた同質文化・価値観、
「同調圧力」は、言動的・環境的ハラスメントの原因や「ローカルルール」につながったりする可能性。新しいこ
との探究・研究・発見・開発を行う創造的科学者は、異質性が高くなる。女性研究者も、まだ分野によってはマイ
ノリティ。迎える、育てる、潜在的ポテンシャルの発揮を十分支援できる、心豊かな研究環境の醸成が重要。

扁桃体
好き嫌い
不安 恐れ
など原始的な
情動を支配

脳の重さ：平均
男性：1400ｇ
女性：1250ｇ
体格差に関連

（備考）図はイラストACに基づき筆者が作成。「岩波生物学辞典第5版」（2013年2月）
「プロが教える脳の全てがわかる本」（東京女子医大名誉教授、岩田誠先生監修、
ナツメ社、2011年8月初版、2020年6月第10刷）を参考にしました。

脳の性差の理解では、
・新皮質、旧皮質、扁桃体
・ホルモン（種類、量）
・神経伝達物質
・ニューロン網の発達
・脳の部位と大きさ
・本能行動 ・感情
・知的活動 ・直感
・個人差 ・左脳 ・右脳
・正規分布 ・論理性
・成長 ・空間把握能力
・臨界期 ・母性 ・分析力
・攻撃性 ・共感力
がキーワードになることが多い
（塩満の意見です）。
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ハーバード・ケネディ・スクール時代（1988-1990）のエピソード
科学技術公共政策（S&T Policy）が専門、R&D Taxonomyで修士論文

Mission-oriented
Diffusion-oriented
Industry-oriented

Basic Research
Applied Research 
Development

Fundamental Research
Strategic Research
Development

（出典）科学技術政策研究所「科学技術指標2020」
https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2020/RM295_16.html

性格別研究開発費：基礎、応用、開発というおおまかな分類に分けた研究開発費。（筆者注：OECD「フ
ラスカティ・マニュアル2015」と総務省統計局「令和３年科学技術研究調査 用語解説」による定義を
読み比べ、後者を下記引用。）

基礎研究(Basic research)：特別な応用，用途を直接に考慮することなく，仮説や理論を形成するため
又は現象や観察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究をいう。
応用研究(Applied research)：特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究や，既に実用化され
ている方法に関して新たな応用方法を探索する研究をいう。
開発研究（Experimental development）：基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識を活用し，
付加的な知識を創出して，新しい製品，サービス，システム，装置，材料，工程等の創出又は既存のこれ
らのものの改良を狙いとする研究をいう。

（出典）総務省統計局「令和3年科学技術研究調査 用語の解説」(2021年12月)、
OECD (2015) ”Frascati Manual 2015: Guidelines for Collecting and Reporting Data on Research and Experimental
Development, The Measurement of Scientific, Technological and Innovation Activities, OECD Publishing, Paris
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（出典）
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11293659/www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa199101/hpaa199101_2_043.html#fb2.2.1.14

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11293659/www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa199101/hpaa199101_2_021.html

平成3年版科学技術白書
特集「科学技術活動のグローバリゼーションの進展と我が国の課題」

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11293659/www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa199101/hpaa199101_2_043.html#fb2.2.1.14
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11293659/www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa199101/hpaa199101_2_021.html
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平成2年版科学技術白書 特集 平成新時代における我が国科学技術の新たな展開

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11293659/www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa198901/hpaa198901_2_012.html

第1部 平成新時代における我が国科学技術の新たな展開
第1章 わが国科学技術の推移と新たな展開
3. 公的部門の役割と新たな展開
(2) 基礎研究強化と国際貢献における新たな展開

当時のキーワード（筆者）
Free Rider; 
Public Goods⇔Proprietary; 
Reciprocal; 
Asymmetrical Access



政策：Plan（計画）to Action（実行）

• Plan（計画）

Organization (組織、体制：どこで何人で行うか)

Priority (優先順位：何をまず行うか)

Resource Allocation （資源配分：お金と人は？）

Program and Project （施策：内容と期間）

• Do（実施）

• Check （評価）

• Action（実行）

15



科学技術行政機構図

16（出典）「科学技術行政機構図」内閣府HP：https://www8.cao.go.jp/cstp/soshiki/kikouzu.html に、研究開発機関を加え作成

大学、独立行政法人、
国立研究開発法人、公設試験機関 等

研究開発機関

https://www8.cao.go.jp/cstp/soshiki/kikouzu.html


17（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon5/1kai/siryo6-2-18.pdf

平成8（1996）～12（2000）年度



18
（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon5/1kai/siryo6-2-18.pdf

平成13（2001）～17（2005）年度



19（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon5/1kai/siryo6-2-18.pdf

平成18（2006）～22（2010）年度



20（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon5/1kai/siryo6-2-18.pdf

平成23（2011）～27（2015）年度



21（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5gaiyo.pdf

平成28（2016）～令和2（2020）年度



22（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5gaiyo.pdf

平成28（2016）～令和2（2020）年度



（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6gaiyo.pdf

第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議決定）

令和3（2021）～令和7（2025）年度

23

令和3（2021）～令和7（2025）年度



24
（出典）内閣府ホームページhttps://www8.cao.go.jp/cstp/kenkyu/20121212sisingaiyo.pdf
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政府における男女共同参画の取組

1999年 男女共同参画社会基本法 公布・施行

2000年 男女共同参画基本計画 閣議決定

2005年12月 第2次男女共同参画基本計画(閣議決定)

2006年6月 男女雇用機会均等法を改正

2020年12月 第5次男女共同参画基本計画

～すべての女性が輝く令和の社会へ～（閣議決定）

・
・
・



本部長：内閣総理大臣

男女共同参画推進本部

副本部長：内閣官房長官
男女共同参画担当大臣

本部員：全閣僚

男女共同参画担当官
（本部構成省庁関係局長等）

男女共同参画担当官会議

議長：内閣官房長官

男女共同参画会議

議員：各省大臣等
有識者

専門調査会
第5次基本計画策定専門調査会

女性に対する暴力に関する専門調査会
重点方針専門調査会

事務局 事務局

男女共同参画
推進連携会議

（えがりてネットワーク）
・各界・各層の有識者に より構成
・情報提供・意見交換

女性団体、メディア、
経済界、教育界、
地方公共団体、
有識者等

関 係 行 政 機 関

総合調整・推進

地方公共団体

国際機関等

26

男女共同参画社会の形成の促進に関する推進体制

内閣府 男女共同参画局
• 男女共同参画会議の事務 ・年次報告（白書）の作成や調査・研究
• 男女共同参画社会づくりに関する ・男女共同参画社会基本法の普及・啓発
• 様々な事項の企画立案・総合調整 ・地方公共団体や民間団体、国際機関との連携・協力

（備考）内閣府男女共同参画局HPに基づき、筆者作成
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28
(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号

DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）



29
(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号

DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）



30(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号
DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）
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(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号

DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）



32
(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号

DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）
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(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号

DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）
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第１期 基本計画
（平成８～１２年度）

第２期 基本計画
（平成１３～１７年度）

第３期 基本計画
（平成１８～２２年度）

科
学
技
術
基
本
法

（
平
成
７
年
制
定
）

科学技術創造立国に向けて

●政府研究開発投資の拡充
期間内の科学技術関係経費総額の規模は
１７兆円
●新たな研究開発システムの構築
・競争的研究資金の拡充
・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施 等

●３つの基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生
●政策の柱

・戦略的重点化
－基礎研究の推進
－重点分野の設定
・科学技術システム改革
－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等
・総額規模は２４兆円
・５０年間でノーベル賞受賞者

３０人程度

第３期は？
第１、２期基本計画により基礎固めは進んだが、世界

の頭脳競争は激化

★創造性豊かな人材
★有限な資源を活用し､最大限

の成果を生み出す仕組み
－ これらを如何に作るか？

資源のない日本は
“ 知恵 ”

で生きていくしかない

出典：総合科学技術会議資料より 34



我が国の女性研究者割合は、国際的に見て極めて少ない

女性研究者の割合は、男女半々の性比から見て、16.9％（下図、2020年３月末現在。2021年３月末現在、17.5%（総務省令和３年
科学技術研究調査結果））では少ない。国際比較でも最低水準。また、理学、工学、農学分野で教授割合が、以前より増加してき
たとは言え、上位職階に進むほど、女性の割合は減じ、教授割合も少ない（理学：6.2%、工学：3.7%、農学6.2%）。

（出典）令和3年版男女共同参画白書
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r03/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-05-07.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r03/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-05-05.html
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（出典）平成17年版男女共同参画白書
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h17/danjyo_hp/html/zuhyo/fig01_00_37.html

（出典）令和元年版男女共同参画白書
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r01/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-00-23.html

「女性研究者割合が国際的に見て少ない理由」については、①子育てや介護等のライフイベントに際して、男性に比較して、

女性のワーク・ライフ・バランスの確保が困難、②女性研究者の採用から上位職階までのキャリアパス・システムの整備が

途上、③女性は研究開発や理数系に向かないなどの無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が存在等が考えられ

る。また、④女子学生の専攻分野も2018年度学校基本調査によると、人文科学：20.4％（男子：8.9%）、社会科学：25.2％

（同37.9%）、理学：1.9％（同4.0%）、工学：4.9％（同22.8%）であり、男子学生に比べ女子学生が理工系を選ばない傾向も顕著

に見られ、１５年以上、変化がほとんどない。

我が国においては、なぜ他国に比較して研究者に占める女性割合が少ないか？

2005年版白書 2019年版白書

36



37（出典）平成26年版男女共同参画白書 https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h26/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-05-10.html
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（出典）文部科学省「令和3年度ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ公募説明会」（令和3年5月 文部科学省科学技術・学術政策局 人材政策課人材政策推進室）
https://www.jst.go.jp/shincho/koubo/2021koubo/youryou/diversityR3-koubosetsumeikaisiryo.pdf
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第1期から第6期までの科学技術（・イノベーション）基本計画における「女性研究者の活躍促進」の記述の変遷
第1期科学技術基本計画（平成８年７月２日） 第２期科学技術基本計画（平成13年3月30日） 第3期科学技術基本計画（平成18年3月28日） 第4期科学技術基本計画（平成23年8月19日） 第5期科学技術基本計画（平成28年1月22日）

第6期科学技術・イノベーション基本計画
（令和3年3月26日）

第6期科学技術・イノベーション基本計画
（令和3年3月26日）

II． 優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改
革

第２章  総合的かつ計画的な施策の展開
Ｉ．研究者等の養成・確保と研究開発システムの整備等

１． 研究開発システムの改革
（１） 優れた成果を生み出す研究開発システムの構築

第３章 科学技術システム改革
１．人材の育成、確保、活躍の促進

Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化
３．科学技術を担う人材の育成

第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化
（１）人材力の強化

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノ
ベーション政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる
研究力の強化
（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション
政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力
の強化
（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

（１）研究者及び研究支援者の養成・確保 ⑥ 人材の活用と多様なキャリア・パスの開拓 （１）個々の人材が活きる環境の形成 （２）独創的で優れた研究者の養成 ② 人材の多様性確保と流動化の促進 (b) あるべき姿とその実現に向けた⽅向性 (c) 具体的な取組

(b) 女性研究者の環境改善 ⑤ 女性研究者の活躍促進 ③ 女性研究者の活躍の促進 ⅰ）女性の活躍促進 ③女性研究者の活躍促進

〇学内保育施設の設置、働き方改革の推進、産休期の研
究者がいる場合におけるポスドクの追加雇用、管理職の業
績評価におけるダイバーシティへの配慮に係る項目の設定
等、男性・女性研究者双方が育児・介護と研究を両立する
ための環境整備やサポート制度等の充実を進める。その
一環として、2021 年度中に、若手研究者向け支援事業の
公募要領等において、産前産後休業や育児休業の期間を
考慮する旨を明記する。
【子子、文、厚、経、関係府省】
〇大学、公的研究機関において、「女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する法律」も活用し、各事業主
が、各分野における博士後期課程在籍者数に占める女
性割合（理学系20％、工学系 19％、農学系 36％、医・
歯・薬学系合わせて 31％、人文科学系 53％、社会科
学系37％（2020年度））や機関の特性等に応じ、採用割
合や指導的立場への登用割合などについて、戦略的な
数値目標設定や公表等を行う。
【男女、文、関係府省】
〇国立大学における、女性研究者等多様な人材による教
員組織の構築に向けた取組や女子生徒の理工系学部へ
の進学を促進する取組等を学長のマネジメント実績として
評価し、運営費交付金の配分に反映する。また、私立大学
等経常費補助金において、女性研究者をはじめ子育て世
代の研究者を支援することとしており、柔軟な勤務体制の
構築等、女性研究者への支援を行う私立大学等の取組を
支援する。
 【文】
〇中高生、保護者、教員等に対し理工系の魅力を伝える活
動や、理工系を中心とした博士後期課程学生の女性割合
を増加させるための活動において、女性研究者のキャリア
パスやロールモデルの提示を推進する。女性の理工系へ
の進学を促進するため、2021 年度以降、更なる拡充を図
る。
【男女、文】

5.国立大学等及び国立試験研究機関において、優秀な
研究マネージャー及び研究リーダーの養成・確保を図
るとともに、女性の研究者及び研究支援者への採用
機会等の確保及び勤務環境の充実を推進する。

　多様な視点や優れた発想を取り入れ科学技術イノ
ベーション活動を活性化していくためには、女性の能
力を最大限に発揮できる環境を整備し、その活躍を
促進していくことが不可欠である。我が国の研究者
全体に占める女性の割合は増加傾向にあるものの、
主要国と比較するといまだ低い水準にとどまってい
る。組織の意思決定の場に参画している女性研究者
は少なく、第４期基本計画が掲げた女性研究者の新
規採用割合に関する目標値（自然科学系全体で
30％、理学系 20％、工学系 15％、農学系 30％、医
学・歯学・薬学系合わせて 30％）も達成されていない
状況である。
　この状況を打開すべく、女性が、研究者や技術者
をはじめ科学技術イノベーションを担う多様な人材と
して一層活躍できるよう取組を加速する。その際、男
女問わず、公平に評価する透明な雇用プロセスの
構築と、より多様な人材の活躍と働き方の改革が
科学技術イノベーション活動を活性化するとの認識を
幅広い関係者が共有することが重要である。
　国、大学、公的研究機関及び産業界においては、
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律」を活用し、各事業主が、採用割合や指導的立
場への登用割合などの目標設定と公表等を行う
取組を加速する。特に、女性研究者の新規採用割
合については、第４期基本計画が掲げた上記の目標
値について、第５期基本計画期間中に速やかに達成
すべく、国は、関連する取組について、産学官の総
力を結集して総合的に推進する。また、国は、女性
が、研究等とライフイベントとの両立を図るための
支援や環境整備を行うとともに、ロールモデルや好
事例を幅広く周知し、情報共有を図る。さらに、組
織の意思決定を行うマネジメント層やＰＩ等への女
性リーダーの育成と登用に積極的に取り組む大
学及び公的研究機関等の取組を促進する。これら
を通じて、組織のマネジメント層を中心とした意識
改革等を図る。
　また、国は、次代を担う女性が科学技術イノベー
ションに関連して将来活躍できるよう、女子中高生
やその保護者への科学技術系の進路に対する興
味関心や理解を深める取組を推進するとともに、
関係府省や産業界、学界、民間団体など産学官の
連携を強化し、理工系分野での女性の活躍に関
する社会一般からの理解の獲得を促進する。

男女共同参画の観点から、女性の研究者への採用機会
等の確保及び勤務環境の充実を促進する。特に、女性
研究者が継続的に研究開発活動に従事できるよう、出産
後職場に復帰するまでの期間の研究能力の維持を図るた
め、研究にかかわる在宅での活動を支援するとともに、
期限を限ってポストや研究費を手当するなど、出産後の
研究開発活動への復帰を促進する方法を整備する。

　女性研究者がその能力を最大限に発揮できるよう
にするため、男女共同参画の観点も踏まえ、 競争的
資金等の受給において出産・育児等に伴う一定期
間の中断や期間延長を認めるなど、研究と出産・
育児等の両立に配慮した措置を拡充する。
　 大学や公的研究機関等においては、次世代育成
支援対策推進法に基づき策定・実施する行動 計
画に、研究と出産・育児等の両立支援を規定し、
環境整備のみならず意識改革を含めた取組を着
実に実施することが求められる。国は、他のモデル
となるような取組を行う研究機関に対する支援等
を行う。
　 大学や公的研究機関は、多様で優れた研究者の
活躍を促進する観点から、女性研究者の候補を広く
求めた上で、公正な選考により積極的に採用する
ことが望まれる。また、採用のみならず、昇進・昇格
や意思決定機関等への参画においても、女性研
究者を積極的に登用することが望ましい。
　女性研究者の割合については、各機関や専攻等の
組織毎に、目標や理念、女性研究者の実態が異なる
が、当該分野の博士課程（後期）における女性の割
合等を踏まえつつ、各組織毎に女性の採用の数値
目標を設定し、その目標達成に向けて努力すると
ともに達成状況を公開するな ど、女性研究者の積
極的採用を進めるための取組がなされることを期
待する。現在の博士課程 （後期）における女性の割
合に鑑みると、期待される女性研究者の採用目標
は、自然科学系全 体としては２５％（理学系２
０％、工学系１５％、農学系３０％、保健系３０％）
である。
　国は、各大学や公的研究機関における女性研究
者の活躍促進に係る取組状況や女性研究者の
職階別の割合等を把握し、公表する。
　さらに、理数好きの子どもの裾野を広げる取組の中
で、女子の興味・関心の喚起・向上にも 資する取
組を強化するとともに、女性が科学技術分野に進む
上での参考となる身近な事例やロ ールモデル等の
情報提供を推進する。

　我が国は、第３期基本計画で女性研究者の採用に
関する数値目標を掲げ、その登用及び活躍促進を進
めており、女性研究者数は年々増加傾向にある。し
かし、その割合は、諸外国と比較してなお低い水準に
ある。女性研究者の登用は、男女共同参画の観点は
もとより、多様な視点や発想を取り入れ、研究活動を
活性化し、組織としての創造力を発揮する上でも、極
めて重要である。このため、女性研究者の一層の登
用及び活躍促進に向けた環境整備を行う。

＜推進方策＞
・ 国は、現在の博士課程（後期）の女性比率も考慮し
た上で、自然科学系全体で２５％という第３期基本
計画における女性研究者の採用割合に関する数
値目標を早期に達成するとともに、更に３０％まで
高めることを目指し、関連する取組を促進する。特
に、理学系２０％、工学系１５％、農学系３０％の早期
達成及び医学・歯学・薬学系合わせて３０％の達成を
目指す。
・ 国は、女性研究者が出産、育児と研究を両立できる
よう、研究サポート体制の整備等を行う大学や公
的研究機関を支援する。また、大学や公的研究機
関に対し、柔軟な雇用形態や人事及び評価制度
の確立、在宅勤務や短時間勤務、研究サポート体
制の整備等を進めることを期待する。
・ 国は、大学及び公的研究機関が、上記目標の達成
に向けて、女性研究者の活躍促進に関する取組状
況、女性研究者に関する数値目標について具体
的な計画を策定し、積極的な登用を図るとともに、
部局毎に女性研究者の職階別の在籍割合を公表
することを期待する。また、指導的な立場にある女
性研究者、自然科学系の女子学生、研究職を目
指す優秀な女性を増やすための取組を進めること
を期待する。

さらに、研究のダイバーシティの確保やジェンダード・
イノベーション創出に向け、指導的⽴場も含め⼥性

研究者の更なる活躍を進めるとともに、⾃然科学系

の博⼠後期課程への⼥性の進学率が低い状況を打

破することで、我が国における潜在的な知の担い⼿
を増やしていく。
【⽬標】

ダイバーシティが確保された環境の下、個々の研究
者が、腰を据えて研究に取り組む時間が確保され、
⾃らの専⾨分野に閉じこもることなく、多様な主体と

活発な知的交流を図り、海外研さん・海外経験の機
会も通じて、刺激を受けることにより、創発的な研究
が進み、より卓越性の⾼い研究成果が創出される。

【科学技術・イノベーション政策において⽬指す主要

な数値⽬標】（主要指標）

・ ⼤学における⼥性研究者の新規採⽤割合：2025

年度までに、理学系20％、⼯学系15％、農学系

30％、医学・⻭学・薬学系合わせて30％、⼈⽂科学

系45％、社会科学系30％
・ ⼤学教員のうち、教授等（学⻑、副学⻑、教授）に

占める⼥性割合149：早期に20％、2025 年度までに

23％（2020 年度時点、17.7％）

注：赤字、太字は筆者



出産・育児による研究中断からの復帰を支援

優れた男女の研究者が出産・育児により研究を中断した後に、円滑に研究現場に復帰で
きるよう、研究奨励金を支給します。（独立行政法人日本学術振興会 特別研究員事業）

平成2１年度予算案：393百万円（349百万円）【科・基盤政策課（独立行政法人日本学術振興会）】

ライフイベント（出産・育児・介護）に際し、研究キャリアを継続・復帰できるよう男
女共同参画促進費を支給します。（独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事
業 出産・子育て等支援制度）

平成2１年度予算案：57百万円（55百万円）【振・基礎基盤研究課（独立行政法人科学技術振興機構）】

女性研究者支援システム改革プログラムの実施

女性研究者が研究と出産・育児等を両立し、研究活動を継続するための支援を行う仕組
みを構築するモデルとなる優れた取組を支援します。（科学技術振興調整費）

平成2１年度予算案： １,750百万円（1,500百万円）【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

特に女性研究者の採用割合等が低い分野である、理学系、工学系、農学系の研究を行う
優れた女性研究者の養成を加速するための取組を支援します。（科学技術振興調整費）

平成2１年度予算案： 500百万円（新規）【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

研究に再チャレンジ
する人へ

女性研究者を
支援する研究機関へ

将来の進路を考える
女子中高生へ

科学技術分野における女性の活躍促進 ～平成21年度予算案版～
文部科学省は、科学技術の魅力を伝え、ひとりひとりの人材の個性が生きる環境をつくることにより、

科学技術分野における女性の活躍促進を支援します。

女子中高生の理系進路選択を支援する取組の実施

生徒の科学技術に関する興味・関心を高めるための取組の支援の一環として、科学技
術分野で活躍する女性研究者・技術者、大学生等と女子中高生の交流機会の提供等、女
子中高生の理系進路選択の支援を行います。（科学技術振興機構 サイエンス・パート
ナーシップ・プロジェクト）

平成2１年度予算案：900百万円の内数（34百万円）【科・基盤政策課（独立行政法人科学技術振興機構）】

（出典）
文部科学省資料より

41

筆者注：
平成20（2008）年度
予算総額
1,939百万円
（出典）内閣府ホームページ

「平成21年版男女共同参画白書」
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優れた女性研究者を輩出する
システムの確立と波及

○ 大学等における出産・育児と研究の両立や男女共同
参画に関する相談体制（カウンセラーの配置など）

○ 出産・育児期間中の業務負担を軽減するためのシス
テム作り（柔軟な勤務態勢の工夫など）

○ 育児の状況等に応じて、フルタイムでなく、パート
タイムで働ける環境の整備（研究支援者の配置など）

○ 女性理工系学生が研究者の道にチャレンジすること
を促進する施策（若手女性研究者との交流の場の設置、
女性理工系学生向けのキャリアパス相談の充実化等）

○ 研究組織の幹部、研究者等を対象とした女性研究者
の採用、昇進等に関する意識啓発のための活動

支援ニーズに対する取組例

公募により、各機関のモデルとなる優れた取組を支援。
３年の支援終了後は各機関において独自に予算措置。

＜選定に当たっての要件＞
◇ 女性研究者等のニーズを踏まえた支援内容か
◇ 女性研究者をとりまく研究環境の改善が見込
めるか

◇ 他の研究機関に波及し得る先導的なモデルと
なるか

◇ 女性研究者支援における取組みの現状・実績
◇ 実施期間終了後における取組みの継続性 等

○目 的： 女性研究者がその能力を最大限発揮できるようにするため、大学や公的研究機関を対象として研究
環境の整備や意識改革など、女性研究者が研究と出産・育児等を両立し、その能力を十分に発揮しつつ
研究活動を行える仕組みを構築するモデルとなる優れた取組を支援する。

○対象機関： 大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
（自然科学全般又は自然科学と人文・社会科学との融合領域を対象に研究を行っていること）

○実施期間： 原則３年間
○実施規模： 初年度は原則年間２千万円（間接経費を含む）、2年目以降は年間4千万円を上限

期待される女性研究者の採用目標の達成の前提として、研
究環境整備のみならず意識改革の着実な実施が必要。

「女性研究者がその能力を最大限に発揮できるようにする
ため、男女共同参画の観点も踏まえ、競争的資金等の受給
において出産・育児等に伴う一定期間の中断や期間延長を
認めるなど、研究と出産・育児等の両立に配慮した措置を
拡充する。大学や公的研究機関等においては、次世代育成
支援対策推進法に基づき策定・実施する行動計画に、研究
と出産・育児等の両立支援を規定し、環境整備のみならず
意識改革を含めた取組を着実に実施することが求められる。
国は、他のモデルとなるような取組を行う研究機関に対す
る支援等を行う。」（第３期科学技術基本計画より）

女性研究者支援システム改革（科学技術振興調整費）
女性研究者支援モデル育成

平成22年度配分予定額 ：1,300百万円（うち新規分：200百万円）
（平成21年度予算額：1,550百万円）

（備考）文部科学省資料より



43（出典）文部科学省「令和3年度ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ公募説明会」（令和3年5月 文部科学省科学技術・学術政策局 人材政策課人材政策推進室）
https://www.jst.go.jp/shincho/koubo/2021koubo/youryou/diversityR3-koubosetsumeikaisiryo.pdf



平成22

年度

岩手大学

愛媛大学

大分大学

大阪府立
大学

香川大学

関西学院
大学

岐阜大学

京都府立
医科大学

徳島大学

弘前大学

22年度採択機関
22年度は、熊本大学、神戸大学、千葉大学、東京大学、名古屋大学、
奈良女子大学、広島大学の7機関

平成23年度

鹿児島大学

首都大学東京

順天堂大学

信州大学

東京海洋大学

東京学芸大学

名古屋市立

大学

奈良県立医科
大学

福岡大学

福島県立大学

女性研究者研究活動
支援事業 選定機関

4機関
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平成24年度

横浜国立
大学

福井大学

山梨大学

滋賀医科
大学

京都工芸
繊維大学

鳥取大学

高知大学

琉球大学

東京女子
大学

武庫川
女子大学

国立高等
専門学校

機構

23年度採択機関



45
（出典）文部科学省「令和3年度ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ公募説明会」（令和3年5月 文部科学省科学技術・学術政策局 人材政策課人材政策推進室）

https://www.jst.go.jp/shincho/koubo/2021koubo/youryou/diversityR3-koubosetsumeikaisiryo.pdf
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（出典）文部科学省「令和3年度ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ公募説明会」（令和3年5月 文部科学省科学技術・学術政策局 人材政策課人材政策推進室）
https://www.jst.go.jp/shincho/koubo/2021koubo/youryou/diversityR3-koubosetsumeikaisiryo.pdf



（出典）文部科学省「令和4年度文部科学省 概算要求等の発表資料 10-3 科学技術・イノベーション人材の育成・確保」
https://www.mext.go.jp/content/20210827-mxt_kouhou02-000010167_12.pdf

令和４（2022）年度文部科学省概算要求

47

施策名 令和３年度
予算額

令和４年度
概算要求額

ダイバーシティ
研究環境実現
イニシアティブ

1,026 1,129

特別研究員
（RPD） 930 930
女子中高生の
理系進路選択
支援プログラム

42 42

（百万円）

令和4（2022）年度概算要求額と
令和3（2021）年度予算額の比較

（出典）左資料に基づき、著者作成



（出典）文部科学省「令和４年度予算（案）のポイント」https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_kouhou02-000017672_1.pdf、赤枠は筆者

令和４（2022）年度文部科学省予算（案）

48

施策名 令和3年度
予算額

令和４年度
予算（案）

ダイバーシティ
研究環境実現
イニシアティブ

1,026 1,037

特別研究員
（RPD） 930 930
女子中高生の
理系進路選択
支援プログラム

42 42

令和4（2022）年度予算額と
令和3（2021）年度予算額の比較

（百万円）

（出典）左資料に基づき、著者作成

https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_kouhou02-000017672_1.pdf


2006年 2020年 増加率 国立大学法人 順位
1.2 8.5 7.24 室蘭工業大学 1
1.2 8.6 7.13 長岡技術科学大学 2
2.8 11.4 4.09 奈良先端科学技術大学院大学 3

4.9 19.0 3.88 大阪大学 4
5.4 16.0 2.97 京都工芸繊維大学 5
5.2 15.1 2.93 東北大学 6
7.2 20.1 2.78 鹿児島大学 7
3.5 9.3 2.67 東京工業大学 8
8.4 21.5 2.57 福井大学 9
9.0 22.3 2.48 長崎大学 10
5.9 14.5 2.45 九州大学 11
5.6 13.6 2.43 北海道大学 12
7.6 18.2 2.41 広島大学 13
8.2 19.6 2.40 徳島大学 14
6.1 14.3 2.36 東京農工大学 15
3.8 9.0 2.35 九州工業大学 16
8.4 19.8 2.35 鳥取大学 17

11.7 27.4 2.33 東京芸術大学 18
9.7 21.3 2.20 群馬大学 19
6.3 13.7 2.19 東京大学 20
5.9 12.7 2.15 京都大学 21

9.4 20.3 2.15 香川大学 22
10.1 21.4 2.13 島根大学 23
8.9 19.0 2.13 岡山大学 24
8.7 18.4 2.12 秋田大学 25

2006年 2020年 増加ポイント 国立大学法人 順位
22.4 40.3 17.8 奈良女子大学 1
11.7 27.4 15.6 東京芸術大学 2
4.9 19.0 14.1 大阪大学 3

9.0 22.3 13.3 長崎大学 4
8.4 21.5 13.2 福井大学 5
7.2 20.1 12.9 鹿児島大学 6
9.7 21.3 11.6 群馬大学 7

13.1 24.7 11.6 東京医科歯科大学 8
8.2 19.6 11.4 徳島大学 9

10.1 21.4 11.4 島根大学 10
8.4 19.8 11.3 鳥取大学 11
9.4 20.3 10.8 香川大学 12
9.6 20.2 10.7 高知大学 13
7.6 18.2 10.6 広島大学 14
5.4 16.0 10.6 京都工芸繊維大学 15

11.5 21.6 10.1 大分大学 16
8.9 19.0 10.1 岡山大学 17
5.2 15.1 10.0 東北大学 18
9.3 19.2 9.9 新潟大学 19
8.7 18.4 9.7 秋田大学 20

17.4 27.1 9.6 東京学芸大学 21

9.9 19.3 9.4 宮崎大学 22
11.0 20.4 9.4 宇都宮大学 23
12.5 21.8 9.3 千葉大学 24
9.1 18.2 9.1 名古屋大学 25

S評価３回
岩手大学

S評価２回
九州大学
東京農工大学

S評価１回
大分大学
大阪大学
九州工業大学
静岡大学
信州大学
東京工業大学
東京大学
奈良先端科学技術

大学院大学
三重大学

採択５回
名古屋大学

採択４回
九州大学
神戸大学
千葉大学
東京農工大学
広島大学
北海道大学

（出典）国立大学協会調査結果より筆者作成

女性研究者事業・ダイバーシティ研究環境実現イニシアティ宇実施機関における
女性教員比率の比較（2006年、2020年）
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（％）

女性研究者支援・ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ実施機関における

女性教員比率の比較（2006年、2020年）

2006年調査 2020年調査
2006年 2020年

平均 9.4 18.3

最大値 41.2 44.9

最小値 1.2 8.5

S3 S2S2

（出典）国立大学協会調査結果より筆者作成 50



ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブの効果分析
～科学技術人材育成費補助事業による女性研究者増加効果～

学校
コード

機関名
採択
年度1

評価
結果

目標達
成度

プログラム名
採択
年度2

評価
結果

目標達成
度

プログラム名
採択
年度3

評価
結果

目標達
成度

プログラム名
採択
年度4

評価
結果

目標達
成度

プログラム名
採択
年度5

評価
結果

目標達成
度

プログラム名

0140 秋田大学 2009 A a モデル育成 2013 B 研究活動支援(拠)

0152 茨城大学 2016 A ダイバーシティ（特）

0128 岩手大学 2010 S ｓ モデル育成 2013 S 研究活動支援(拠) 2016 S ダイバーシティ（牽）

0156 宇都宮大学 2013 A 研究活動支援(一) 2018 A ダイバーシティ（先）

0352 愛媛大学 2010 A b モデル育成

0528 大分大学 2010 B b モデル育成 2017 S ダイバーシティ（牽）

0292 大阪大学 2007 A a モデル育成 2016 S ダイバーシティ（牽） 2018 A ダイバーシティ（全）

1236 大阪市立大学 2013 A 研究活動支援(一) 2017 A ダイバーシティ（牽）

1243 大阪府立大学 2010 A b モデル育成 2015 S ダイバーシティ（特）

0332 岡山大学 2009 A b モデル育成 2015 A ダイバーシティ（特） 2019 ダイバーシティ（先）

0204 お茶の水女子大学 2006 A b モデル育成 2014 A 研究活動支援(連)

0516 香川大学 2010 A a モデル育成

0396 鹿児島大学 2011 A 研究活動支援 2020 ダイバーシティ（先）

0236 金沢大学 2008 A a モデル育成 2013 A 研究活動支援(拠) 2017 A ダイバーシティ（牽）

2669 関西学院大学 2010 B b モデル育成

0252 岐阜大学 2010 A a モデル育成 2015 A ダイバーシティ（連）

0368 九州大学 2007 S a モデル育成 2009 S s システム改革加速 2015 A ダイバーシティ（特） 2019 ダイバーシティ（先）

0360 九州工業大学 2017 S ダイバーシティ（特）

0280 京都工芸繊維大学 2012 A 研究活動支援

0288 京都産業大学 2014 S 研究活動支援(一)

2541 京都大学 2006 A a モデル育成 2009 C(中間) c システム改革加速

1224 京都府立大学 2013 B 研究活動支援(一)

1228 京都府立医科大学 2010 B b モデル育成

2315 杏林大学 2014 A 研究活動支援(一)

0384 熊本大学 2006 A a モデル育成 2010 A a システム改革加速 2013 A 研究活動支援(拠)

2848 久留米大学 2020 ダイバーシティ（特）

0160 群馬大学 2013 A 研究活動支援(一) 2017 A ダイバーシティ（特）

2197 慶應義塾大学 2008 A a モデル育成

0520 高知大学 2012 A 研究活動支援

0304 神戸大学 2007 A a モデル育成 2010 A a システム改革加速 2014 A 研究活動支援(連) 2018 A ダイバーシティ（先）

0164 埼玉大学 2017 A ダイバーシティ（特）

0524 佐賀大学 2009 A b モデル育成 2019 ダイバーシティ（先）

0420 滋賀医科大学 2012 A 研究活動支援

0256 静岡大学 2008 S a モデル育成 2013 A 研究活動支援(拠)

2203 芝浦工業大学 2013 S 研究活動支援(一)

0512 島根大学 2008 A a モデル育成 2019 ダイバーシティ（牽）

1149 首都大学東京（東京都立大学） 2011 S 研究活動支援

2204 順天堂大学 2011 A 研究活動支援

2205 上智大学 2009 S s モデル育成

0248 信州大学 2011 S 研究活動支援

0168 千葉大学 2007 A b モデル育成 2010 A b システム改革加速 2015 A ダイバーシティ（連） 2020 ダイバーシティ（先）

0408 筑波大学 2009 A b モデル育成 2013 A 研究活動支援(拠) 2016 A ダイバーシティ（牽）

2303 津田塾大学 2008 A a モデル育成

2304 帝京大学 2013 A 研究活動支援(一)

0216 電気通信大学 2013 A 研究活動支援(一) 2016 A ダイバーシティ（牽）

2224 東海大学 2008 A b モデル育成

2225 東京医科大学 2013 A 研究活動支援

0176 東京医科歯科大学 2008 B b モデル育成 2015 B ダイバーシティ（連）

0504 東京海洋大学 2011 A 研究活動支援

0208 東京学芸大学 2011 B 研究活動支援

0184 東京芸術 2016 A ダイバーシティ（特）

0192 東京工業大学 2008 S a モデル育成

2231 東京女子医科大学 2006 A a モデル育成 2016 A ダイバーシティ（特）

2230 東京女子大学 2012 A 研究活動支援

0172 東京大学 2007 S a モデル育成 2010 A b システム改革加速

2252 東京都市大学 2009 A a モデル育成

0212
東京農工大学 2006 S s モデル育成 2009 S a システム改革加速 2013 A 研究活動支援(拠) 2016 A ダイバーシティ（牽）

2236 東邦大学 2009 A a モデル育成

0132
東北大学 2006 A a モデル育成 2009 A a システム改革加速 2016 A ダイバーシティ（特）

0344
徳島大学 2010 A モデル育成 2014 A 研究活動支援（連） 2018 A ダイバーシティ（牽）

0324 鳥取大学 2012 A 研究活動支援

0536 富山大学 2008 A a モデル育成 2015 A ダイバーシティ（特）

0432 長岡技術科学大学 2019 ダイバーシティ（牽）

0380
長崎大学 2009 A a モデル育成 2015 A ダイバーシティ（特） 2019 ダイバーシティ（先）

0260
名古屋大学 2007 A a モデル育成 2010 A a システム改革加速 2014 A 研究活動支援（連） 2017 A ダイバーシティ（特） 2020 ダイバーシティ（調）

0264 名古屋工業大学 2014 A 研究活動支援(一) 2017 A ダイバーシティ（特）

1204 名古屋市立大学 2011 B 研究活動支援

1264 奈良県立医科大学 2011 A 研究活動支援

0316 奈良女子大学 2006 A a モデル育成 2010 A a システム改革加速 2019 ダイバーシティ（牽）

0492 奈良先端科学技術大学院大学 2009 S s モデル育成

0228 新潟大学 2008 A a モデル育成 2015 A ダイバーシティ（連） 2020 ダイバーシティ（先）

2241
日本医科大学 2019 ダイバーシティ（牽）

2244 日本女子大学 2006 A s モデル育成

2240 日本大学 2008 A s モデル育成

0220 一橋大学 2013 A 研究活動支援(一)

2675 兵庫医科大学 2020 ダイバーシティ（特）

1263 兵庫県立大学 2013 A 研究活動支援(一)

0124 弘前大学 2010 A a モデル育成

0336
広島大学 2007 A a モデル育成 2010 A システム改革加速 2013 A 研究活動支援(拠) 2017 A ダイバーシティ（牽）

0508 福井大学 2012 A 研究活動支援

1320 福岡女子大学 2013 A 研究活動支援(一)

2854 福岡大学 2011 A 研究活動支援

1124 福島県立医科大学 2011 A 研究活動支援

0100
北海道大学 2006 A a モデル育成 2009 A a システム改革加速 2013 A a 研究活動支援(拠) 2019 ダイバーシティ（牽）

0272 三重大学 2008 S a モデル育成

0532 宮崎大学 2008 A a モデル育成 2016 A ダイバーシティ（特）

2674 武庫川女子大学 2012 A 研究活動支援

0108 室蘭工業大学 2013 A 研究活動支援(一)

2254 明治大学 2014 A 研究活動支援(一)

0144 山形大学 2009 A b モデル育成 2015 A ダイバーシティ（連）

0340 山口大学 2014 A 研究活動支援(一) 2020 ダイバーシティ（牽）

0500 山梨大学 2012 A 研究活動支援 2020 ダイバーシティ（牽）

0224 横浜国立大学 2012 A 研究活動支援 2018 A ダイバーシティ（牽）

2552 立命館大学 2016 S ダイバーシティ（特） 2020 ダイバーシティ（先）

0400
琉球大学 2012 A 研究活動支援 2015 A ダイバーシティ（特） 2019 ダイバーシティ（先）

2259 早稲田大学 2006 B b モデル育成

宇宙航空研究開発機構 2013 A 研究活動支援(一)

国立高等専門学校機構 2012 S 研究活動支援 2015 S ダイバーシティ（特）

国立循環器病研究センター 2018 S ダイバーシティ（先）

産業技術総合研究所 2007 S a モデル育成 2019 ダイバーシティ（調）

情報・システム研究機構 2014 A 研究活動支援(一)

森林総合研究所 2007 A a モデル育成

農業環境技術研究所 2009 A a モデル育成
農業・食品産業技術総合研究機構 2009 A s モデル育成

物質・材料研究機構 2007 A a モデル育成

理化学研究所 2016 A ダイバーシティ（特）

学校
コード

機関名
採択
年度1

評価
結果

目標達
成度

プログラム名
採択
年度2

評価
結果

目標達成
度

プログラム名 ・・・

96の大学
国：61
公：9
私：26

１の高専機構
９の国立研究

開発法人

採択５回
名古屋大学

採択４回
九州大学
神戸大学
千葉大学
東京農工大学
広島大学
北海道大学

採択３回
岩手大学
大阪大学
岡山大学
金沢大学
熊本大学
筑波大学
東北大学
徳島大学
長崎大学
奈良女子大学
新潟大学
琉球大学

S評価３回
岩手大学

S評価２回
九州大学
東京農工大学
国立高専機構（高）

S評価１回
大分大学
大阪大学
大阪府立大学（公）
九州工業大学
京都産業大学（私）
静岡大学
芝浦工業大学（私）
東京都立大学（公）
上智大学（私）
信州大学
東京工業大学
東京大学
奈良先端科学技術大学院大学
三重大学
立命館大学（私）
国立循環器病センター（研）
産業技術総合研究所（研）

大学：811校、短期大学：326校、高専：57校（令和元年度学校教員統計調査より） 51

全106機関
（令和3年度採択の
同志社大学は、
調査分析型のため、
除く）



第5期科学技術基本計画のレビュー（抜粋）

（出典）「第５期科学技術基本計画のレビュー及び次期科学技術基本計画の策定に関する調査・分析等の委託（2019年度)」（2020年3月27日、株式会社三菱総合研究所）
https://www8.cao.go.jp/cstp/idou/2021/20210413_1.html 赤枠は筆者。

52

https://www8.cao.go.jp/cstp/idou/2021/20210413_1.html


（出典）内閣府ホームページ 「第５期科学技術基本計画レビュー」 https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5review/siryo1-4.pdf

第5期科学技術基本計画のレビュー（抜粋）

53



54
(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号

DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）



（出典）内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6gaiyo.pdf、青字・緑枠・矢印は筆者

第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議決定） 対象期間：令和３(2021)～令和７(2025) 年度

「総合知による社会変革」と
「知・人への投資」の好循環

我が国が目指す社会
（Society5.0）

Society5.0の実現に向けた
科学技術・イノベーション政策

知のフロンティアを開拓し価値
創造の源泉となる研究力の強化

女性研究者の活躍促進、基礎研究・学術研究の
振興、国際共同研究・国際頭脳循環の推進

人文・社会科学の振興と総合知の創出（ファン
ディング強化、人文・社会科学研究のDX）
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第6期科学技術・イノベーション基本計画（抜粋）

（出典）内閣府HP https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf
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２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究⼒の強化
（１）多様で卓越した研究を⽣み出す環境の再構築

（出典）内閣府HP https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf



（出典）内閣府HP https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf

（１）多様で卓越した研究を⽣み出す環境の再構築
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究⼒の強化

58



59

（２）具体的な取組
ア 科学技術・学術分野における女性の採用・登用の促進及び研究力の向上
① 改正された女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定義務等の対象が拡大する機を捉え、女性活躍推進法の適
用がある事業主（大学を含む。）については、同法に基づく事業主行動計画の策定等の仕組みを活用し、研究職や技術職と
して研究開発の分野で指導的地位に占める割合を高める等、女性の活躍推進に向けた取組を推進するよう要請する。また、
科学技術・学術関連機関の理事長・学長・研究所所長の女性比率を把握し、公表する。【内閣府、文部科学省、厚生労働省、
関係府省】
② 科学技術・イノベーション基本計画における数値目標を踏まえ、科学技術・学術分野における女性の新規採用・登用に関
する数値目標の達成に向けて、各主体（大学、研究機関、学術団体、企業等）が自主的に採用・登用に関する目標を設定し、
その目標及び推進状況を公表するよう要請する。【内閣府、文部科学省、関係府省】
③ 男女共同参画会議、総合科学技術・イノベーション会議及び日本学術会議の連携を強化するとともに、科学技術・イノ
ベーション基本計画等において、男女共同参画及び女性活躍促進の視点を踏まえた具体的な取組を明記する。【内閣府】
④ 国が関与する科学技術プロジェクト等における積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の取組を推進するなど、科学
技術・学術に係る政策・方針決定過程への女性の参画を拡大する。【内閣府、文部科学省】
⑤ 日本学術会議において、女性の会員比率及び連携会員比率の向上に努めるとともに、学術分野における男女共同参画を推
進するため積極的な調査や提言を行う。【内閣府】
⑥ 研究者・技術者及び研究補助者等に係る男女別の実態を把握するとともに統計データを収集・整備し、分野等による差異、
経年変化を分析し、改善策を見出す。【内閣府、総務省、文部科学省、関係府省】

1 科学技術・学術分野における女性の参画拡大

抜粋 第5次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～
（令和2年12月25日閣議決定）

（出典）内閣府男女共同参画局ホームページ https://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/5th/pdf/2-04.pdf



（出典）内閣府男女共同参画局HP「第5次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～」
（説明資料） https://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/5th/pdf/5th_gaiyo.pdf 60



（出典）内閣府男女共同参画局HP「第5次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～」
（説明資料） https://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/5th/pdf/5th_gaiyo.pdf 61



（出典）内閣府男女共同参画局HP「第5次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～」
（説明資料）https://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/5th/pdf/detail.pdf 62
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第5次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～
（令和2年12月25日閣議決定）抜粋

第4次男女共同参画基本計画より抜粋

（出典）内閣府男女共同参画局ホームページ
https://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/4th/pdf/2-05.pdf（出典）内閣府男女共同参画局ホームページ

https://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/5th/pdf/2-04.pdf
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（出典）科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和3年度）
「「総合知」の基本的考え方及び戦略的に推進する方策 中間とりまとめ（ポイント）」（令和4（2022）年3月17日）
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20220317/siryo2.pdf

科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和3年度）



65

（出典）科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和3年度）
「「総合知」の基本的考え方及び戦略的に推進する方策 中間とりまとめ（ポイント）」（令和4（2022）年3月17日）
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20220317/siryo2.pdf



66(出典)文部科学省ホームページ 「令和3年版科学技術・イノベーション白書」
https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa202101/detail/1421221_00020.html

Society5.0 仮想空間と現実空間の高度な融合→人間中心の社会

Society5.0では、
コンピュータの上につくる
「仮想空間」と、私たちが暮らす
「現実空間」とを高度に融合させ
ることによって、
社会をより良い「人間中心の
社会」に変えていくことを目指し
ます。

Society5.0



サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）
狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな
社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱されました。

（出典）内閣府ホームページ「「Society5.0」とは」 https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/

Society5.0
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（出典）科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和3年度）
「「総合知」の基本的考え方及び戦略的に推進する方策 中間とりまとめ（ポイント）」（令和4（2022）年3月17日）
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20220317/siryo2.pdf



69

（出典）科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和3年度）
「「総合知」の基本的考え方及び戦略的に推進する方策 中間とりまとめ（ポイント）」（令和4（2022）年3月17日）
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20220317/siryo2.pdf



ジェンダード・イノベーション
科学や技術に性差の視点を取り込むことによって創出されるイノベーション

（出典）「第6期科学技術・イノベーション基本計画」（令和3年3月26日閣議決定）

科学技術の振興及び研究開発の成果の実用化によるイノベーションの創出の振興に当たって 研究開発・
イノベーション
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一般社団法人男女共同参画学協会連絡会による会員比率調査では、数学・物理学分
野と共に、情報学・工学分野における女性比率が特に低いことが報告されている26）。
一方、ジェンダーと人種によるアンコンシャス・バイアスがソフトウェアのアルゴリ
ズムやシステムに組み込まれている事例が多いことが指摘されている27）。また、女
性の活躍を促すためのICTを利活用した業務改革の好影響が雇用の面だけでなく、サー
ビス商品化への波及、高付加価値型ビジネスモデルへの転換可能性という業績面にも
及んでいる事例28）も見られる。Soceity5.0 を支える情報学・工学分野の研究開発に
おいては、女性研究者の一層の参画・活躍によるジェンダー・バランスの確保が重要
と考えられる。

また、ウィズ・コロナの現在、テレワークやオンライン会議などICT の利活用によ
るコミュニケーションの日常化が進み、ニュー・ノーマル（新しい生活様式）も定着
しつつある。ポスト・コロナ時代においても、この傾向は持続し、サイバー空間での
遠隔地との情報交流が活発になることが予想される。また、働く場所の自由度が増す
ことから、女性が子育て期に離職する傾向にも変化が見込まれる。

(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号
DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）

4．総合知とジェンダード・イノベーション STI Horizon 2022春号
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これまで女性がキャリア形成の進路として選ぶことが少なかった情報学・工学分野
は、ジェンダー視点が十分に顧みられてこなかった分野と換言できる。逆説的に見る
と、これらの分野で開発されるAI、DX、ロボティクス等が多用されるSociety5.0 では、
女性研究者の活躍により、専門知の「矩」とジェンダーの「壁」の二つの境界を同時
に越えた、インクルーシブな共創による「総合知」と画期的・飛躍的な「ジェンダー
ド・イノベーション」が創出される可能性が大きいと予測できる。

本稿においては、文部科学省の女性研究者関連施策を中心に歴史を振り返り、未来
社会ビジョンとして、Society5.0 時代を展望した。女性研究者活躍促進のための施策
としては、他に国立大学法人運営費交付金、私立大学等経常費補助金等の活用、各機
関における女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を通じたPDCA が行わ
れている。また、経済産業省においても、企業の経営戦略としてのダイバーシティ経
営の推進を後押しするため、「新・ダイバーシティ経営企業100 選」や「なでしこ銘
柄」の選定による先進事例の発信、「ダイバーシティ経営診断ツール」の作成等が行
われている29）。本稿で紹介できなかった他の取組も含め、寅年の2022 年は、産学官
の連携及び効果的な「総合知」と「ジェンダード・イノベーション」の推進による、
日本の女性研究者活躍の「虎変」に期待したい。

(出典)塩満典子「科学技術・イノベーション分野における男女共同参画・ダイバーシティ推進政策の歴史と多様性向上の意義」、STI Horizon 2022春号
DOI: https://doi.org/10.15108/stih.00284）



73（出典）「科学研究費助成事業（科研費）について」（令和元（2019）年9月 文部科学省研究振興局学術研究助成課）
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/06_jsps_info/g_190902_1/data/siryou1.pdf



（出典）「科学研究費助成事業（科研費）について」（令和元（2019）年9月 文部科学省研究振興局学術研究助成課）
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/06_jsps_info/g_190902_1/data/siryou1.pdf

ダイヤモンド則1：制度（予算）趣旨を理解し、使いこなせる
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P.19



採否のパターン認識 ある・なし ８つの道標

1. 課題名に、「審査区分」になじまない〇〇がある・ない

2. 課題名に、学術用語が２つ以上、含まれている・いない

3. 概要に、「学術的問い」（仮説・モデル）が含まれている・いない

4. 概要に、提案者が「世界に先駆けて研究成果」を挙げる根拠が、これまでの研究業
績・世界動向とともに含まれている・いない

5. 概要の下の本文に、フローチャートや図が含まれている・いない

6. 概要の下の本文に、世界の学術動向を示す国際論文が引用されている・いない

7. 概要や本文に下線やボールドが用いられている・いない

8. 研究者の遂行能力が論文業績に基づき説明されている・いない
75

①学術的、②明確、③エビデンスベイスト、④世界最先端、No.1, Only One



参考資料
「総合知」と「Society5.0」＆「多様な幸せ」の実現

「総合知」について
詳しく知りたい方は、

2021年11月30日に開催された
日本学術会議公開シンポジウムの
YouTube動画をご覧ください↓

https://www.youtube.com/watch?v=clYMsnpphEo&t=11964s

日本学術会議シンポジウム
科学的知見の創出に資する可視化（６）
「総合知～幸福論からみた身心・細胞力、その真理の

可視化～」」
https://www.scj.go.jp/ja/event/2021/316-s-1130.html

76

大人虎変す

（出典）易経。
「立派な人は、自らを変革し、人々も改めさせ、革命を成功させるべきだ。それは虎が秋になると毛が抜け変わり、

紋様が美しくなるようなものだ。」
（DICTIONARIES & BEYOND, WORD-WISE WEB, https://dictionary.sanseido-publ.co.jp/column/kotowaza27）



多彩な「幸福論」

1  ソロンはクロイソス王に「人は死ぬまで幸福であり続けるとは限らない」と語る。
（ヘロドトス『歴史』(B.C.5c)他）

2 プラトン「正義の人が幸福でないことはありえない」(『国家』(B.C.4c))
（ケパロスとソクラテスの「老年期における幸福」の考察）

3 アリストテレス:①徳、②智慧、③快楽、④健康、⑤容姿、⑥家柄、⑦財産、
⑧名誉、⑨友人、⑩愛情、⑪偶運、⑫信仰（『ニコマコス倫理学』（B.C.4ｃ）他）

4 ベンサム「最大多数の最大幸福」（『道徳および立法の原理序説』（1789））
5 アラン『幸福論』（1925）
6 ラッセル『幸福論』（1930）
7 ヒルティ『幸福論』（1981）
8 国民総幸福量（GNH）
（ブータン、ジグミ・シンゲ国王、

1970s）

（出典）外務省ホームページ「わかる！国際情勢 ブータン～国民総幸福量（ＧＮＨ）を尊重する国」2011年11月7日
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol79/index.html

（出典）1～7
荻野弘之先生「「幸福とは何か？」という問いを考えるために」
哲学科紀要第44号（上智大学文学部）（2018年3月6日発行）
Wikipedia, 日本大百科全書(ニッポニカ)

多様な幸せ

77



（出典）文部科学省「令和４年度予算（案）のポイント」https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_kouhou02-000017672_1.pdf

研究費等

78

文部科学省の
ホームページ
で「予算」を
確認してね！

https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_kouhou02-000017672_1.pdf
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令和3年度当初予算 科学技関係予算の府省別・機関別割合

府省 割合
1 文部科学省 49.7%
2 経済産業省 16.3%
3 国土交通省 9.6%
4 農林水産省 4.7%
5 厚生労働省 4.3%
6 環境省 4.0%
7 総務省 3.0%
8 内閣府 2.8%
8    防衛省 2.8%

10 内閣官房 1.5%
11 復興庁 0.7%
12 その他 0.6%

（注）「科学技術関係予算」とは、科学技術振興費*の他、
国立大学の運営費交付金・私学助成等のうち科学技術関係、
科学技術を用いた新たな事業化の取組、新技術の実社会で
の実証試験、既存技術の実社会での普及促進の取組等に
必要な経費としている。
*「科学技術振興費」とは、一般会計予算のうち、主として
歳出の目的が科学技術の振興にある経費としている。
（具体例：研究開発法人に必要な経費、研究開発に必要な

補助金・交付金・ 委託費等）（出典：右図下）

（出典）右図から筆者作成
（出典）内閣府ホームページ「科学技術関係予算 令和3年度当初予算案 令和2年度第3次補正予算の概要について」（令和3年3月

内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当） https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/r3yosan.pdf

内閣府の
ホーム
ページで
確認

してね！

研究費等

https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/r3yosan.pdf


（出典）文部科学省「令和４年度予算（案）のポイント」https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_kouhou02-000017672_1.pdf

令和４（2022）年度文部科学省予算（案）

施策名 令和3年度
予算額

令和3年度補
正予算額

令和４年度
予算額（案）

科研費 237,650 11,000 237,650
戦略的創造
研究推進事業 42,791 0 42,791
創発的研究
支援事業 60 5,280 60
ﾑｰﾝｼｮｯﾄ型
研究開発制度 1,600 68,000 2,960
未来社会創造
事業 8,700 0 9,062

競争的研究費への応募の際は、
各種の「研究資金獲得法」や
RA、メンターのサポートも

ご参考に！

令和4（2022）年度予算額（案）と
令和3（2021）年度予算額の比較

（百万円）

（出典）左資料に基づき、著者作成

研究費等
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https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_kouhou02-000017672_1.pdf


令和4年度科研費・研究種目として、高い研究実績と国際ネットワークを有するトップレベル研究者が率いる優れた研究チームの
国際共同研究を強力に推進するとともに、世界と戦える優秀な若手研究者育成等を図る「国際先導研究」が創設された。本研究種
目の審査においては、４つの評定要素〔Ａ．国際共同研究の意義・必要性（種目の趣旨・対象と応募内容との合致性）、Ｂ．研究
計画の内容に関する評定要素、Ｃ．人材育成の適切性、Ｄ．研究機関の支援及び研究機関への還元方策の有効性〕に基づいて総合
的に判断される。

令和３年度
予算額

令和４年度
概算要求額

令和４年度
予算（案）

237, 650 251,030 237,650

科研費（単位：百万円）

令和３年度補正予算額：11,000百万円

「人文学・社会科学から自然科学まで全て
の分野にわたり、多様で独創的な「学術研
究」を幅広く支援する 。新たに「国際先導
研究」を創設し 、高い研究実績と国際ネッ
トワークを有するトップレベル研究者が率い
る優れた研究チームの国際共同研究を強力に
推進するとともに、世界と戦える優秀な若手
研究者育成等を図る。」

（出典）文部科学省「令和４年度予算（案）のポイント」に
基づき、筆者作成。

https://www.mext.go.jp/content/20211223-mxt_kouhou02-000017672_1.pdf

81（出典）文部科学省「令和4年度文部科学省 概算要求等の発表資料 10-2 基礎研究力強化を中心とした研究力の向上と世界最高水準の研究拠点の形成」https://www.mext.go.jp/content/20210827-mxt_kouhou02-000010167_11.pdf
独立行政法人日本学術振興会（JSPS）「国際先導研究 よくある質問とその回答（FAQ）【研究機関の支援に関すること】」（2022年3月18日更新）https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/35_kokusai/05_sendou/data/r04/R4ks_faq.pdf

https://www.mext.go.jp/content/20210827-mxt_kouhou02-000010167_11.pdf
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/35_kokusai/05_sendou/data/r04/R4ks_faq.pdf


ダイヤモンド則5：審査委員構成を知り、評点をシミュレーションする

82



83

ダイヤモンド則5：審査委員構成を知り、評点をシミュレー
ションする

（出典）「科学研究費助成事業の審査システム改革について」（文部科学省 科学技術・学術審議会 学術分科会、平成29 年1 月17 日）
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/_icsFiles/afieldfile/2017/01/19/1367698_01.pdf



平成31（2019）年度 平成29（2017）年度
(1) 研究課題の学術的重要性 (1) 研究課題の学術的重要性・妥当性
(2) 研究方法の妥当性 (2) 研究計画・方法の妥当性
(3) 研究遂行能力及び研究環境の適切性 (3) 研究課題の独創性及び革新性

(4) 研究課題の波及効果及び普遍性
(5) 研究遂行能力及び研究環境の適切性

書面審査基準等の新旧比較

より作成。
「研究資金獲得法の最前線ー科研費採択とイノベーション資金活用のフロント」（塩満典子著、学文社、2019年9月）

ダイヤモンド則4：審査基準と作成要領を確認し、効率・効果高く
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P.125

採択
予定

件数に
応じて
調整



大区分 中区分

A 思想・芸術、文学・言語学、歴史学・考古学・博物館学、地理学・文化人類学・民族学、法学、政治学、経済学・経
営学、社会学、教育学、心理学、およびその関連分野

B 代数学・幾何学、解析学・応用数学、物性物理学、プラズマ学、素粒子・原子核・宇宙物理学、天文学、地球惑星科
学、およびその関連分野

C 材料力学・生産工学・設計工学、流体工学・熱工学、機械力学・ロボティクス、電気電子工学、土木工学、建築学、
航空宇宙工学・船舶海洋工学、社会システム工学・安全工学・防災工学、およびその関連分野

D 材料工学、化学工学、ナノマイクロ科学、応用物理物性、応用物理工学、原子力工学・地球資源工学・エネルギー学、
人間医工学およびその関連分野

E 物理化学・機能物性化学、有機化学、無機・錯体化学・分析化学、高分子・有機材料、無機材料化学・エネルギー関
連化学、生体分子化学、およびその関連分野

F 農芸化学、生産環境農学、森林圏科学・水圏応用化学、社会経済農学・農産工学、獣医学・畜産学、およびその関連
分野

G 分子レベルから細胞レベルの生物学、細胞レベルから個体レベルの生物学、個体レベルから集団レベルの生物学・人
類学、神経科学、およびその関連分野

H 薬学、生体の構造と機能、病理生態学・感染・免疫学、およびその関連分野

I
腫瘍学、ブレインサイエンス、内科学一般、器官システム内科学、生体情報内科学、恒常性維持器官の外科学、生体
機能および感覚に関する外科学、口腔科学、社会医学・看護学、スポーツ科学・体育・健康科学、人間医工学、およ
びその関連分野

J 情報科学・情報工学、人間情報学、応用情報学、およびその関連分野
K 環境解析評価、環境保全対策、およびその関連分野

科研費審査区分表

（出典）科学研究費助成事業「審査区分表」（平成28年12月22日、科学技術・学術審議会学術分科会 科学研究費補助金審査部会）に基づき作成
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競争的研究費制度の効果的な活用のための相談支援・共創プラットフォームの必要性-1

競争的研究費制度については、頻繁に制度の中身が変わり、また、審査・資金執行方法・管理方
法も変わり、特に、ライフイベント明けや長期に海外で研究生活を送ってからの帰国後は、戸惑
うことも多いと思う。科研費で言えば、2018年度から審査制度も大きく変化し、それまで獲得で
きていた科研費が取れなくなったと感じている研究者の方々も多いと思う。

短期間で成果を上げなくてはならない競争的研究費制度は、コロナ影響下では、特に大きな影響
を受けたように感じる。研究所内への入構が限られ実験ができなくなったり、テレワークが推奨
されたり、海外渡航が難しくなったりした。多大な投資を行っている研究費制度においては、特
に、研究活動停滞回避のための「柔軟な対応」が求められ、文科省・内閣府・JSPS・JSTにおい
ても、その対応の一環として、相談体制を整備し、研究者や支援事務部門がお困りにならないよ
うにと、即応性を高めている。しかし、資金配分機関への「直接の相談は、敷居が高い」と考え
る研究者も多いと考えられる。実態は、所属機関の事務部門の方々とともに、研究者の方々も、
直接、気軽に相談してよいのだが、制度官庁や資金配分機関から公表されている相談内容と対応
結果を見ると、潜在的に相談できていない課題も多いように感じる。

このため、競争的研究費制度のコロナ影響について、潜在的ニーズの把握、切実なお声をお聞き
するための、文科省、内閣府、JSPS、JST等の制度官庁・資金配分機関の連携で実態調査を行っ
ていただくことが重要と考えている。 86



競争的研究費制度の効果的な活用のための相談支援・共創プラットフォーム－2

また、資金配分機関等に設置されている相談窓口の周知や相談支援のクラウド・プラットフォーム
の整備、アクセスの容易化を文科省等の制度官庁や資金配分機関にお願いしたいと考える。

女性研究者が研究資金を得て、研究室を主宰して、PIとして、いきいきと「ロールモデル」として
活躍できる環境づくりには、所属する大学・研究機関、制度官庁・資金配分機関とともに、
プロフェッショナルな研究者・技術者コミュニティ、学術団体の役割が重要である。

今後、各学協会の相談支援、情報支援などサポート体制の一層の充実にも期待したい。支援に当
たっては、臨床心理士、弁護士、社労士などの専門家のサポートも重要と考える。政府や民間の資
金支援を受けるための委託制度が施策・予算化されることで支援の充実が可能になる。
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ご清聴、深く感謝申し上げます。

38年にわたる長い期間のご指導、ご支援、ご協力に心より御礼申し上げます。
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